
平成２５年６月２１日

石川県職員（福祉指導（児童自立支援専門員・児童生活支援員））

採用選考試験実施要領

１ 採用予定人員及び勤務場所

職 種 採用予定人員 職 務 内 容 勤 務 場 所

福祉指導 ２名 寮担当職員として 石川県立児童生活指導センター

(児童自立支援 （夫婦１組） 入所児童と起居を 施設種別 児童自立支援施設

専門員・児童 共にしながら、自 所 在 地 河北郡内灘町字

生活支援員） 立支援業務に従事 大根布と５４３

します。

２ 受験資格

（１）年 齢

昭和５４年４月２日以降に生まれた者

（２）資 格

ア 児童自立支援専門員については、児童福祉法（昭和２２年１２月１２日法律第１

６４号）第４５条の規定に基づく児童福祉施設最低基準（昭和２３年厚生省令第６

３号、以下「最低基準」という。）第８２条に規定する児童自立支援専門員の資格

を有する者又は平成２５年７月末日までに資格を取得する見込みの者

イ 児童生活支援員については、最低基準第８３条に規定する児童生活支援員の資格

を有する者又は平成２５年７月末日までに資格を取得する見込みの者

（３）その他

ア 夫婦であって、一方が上記資格のアの要件を満たし、他方がア若しくはイの要件

を満たしていること

イ 地方公務員法第１６条に規定する次の欠格条項に該当しない者

(ア) 成年被後見人又は被保佐人

(イ) 禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けること

がなくなるまでの者

(ウ) 石川県職員として懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しな

い者

(エ) 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を

暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入し

た者

ウ 平成２５年８月１日から勤務可能な者



３ 受験手続

（１）申込書請求先

ア 申込書は、石川県健康福祉部少子化対策監室で配布しています。

イ 申込書を郵便で請求する場合は、返信用封筒（120円の切手を貼った角形２号の

封筒にご自分の郵便番号・住所・氏名を明記したもの）を同封のうえ、封筒の表に

「福祉指導職員申込書請求」と朱書きして郵送してください。

（２）申込書提出先

石川県健康福祉部少子化対策監室

〒920-8580 石川県金沢市鞍月１－１（石川県庁10階）

（３）申込方法

平成２５年６月２１日（金）から平成２５年７月４日（木）までの間、下記の書

類を石川県健康福祉部少子化対策監室に提出してください。受付時間は、午前８時

３０分から午後５時４５分までです。

郵送する場合は、必ず特定記録郵便又は簡易書留郵便にして、封筒の表に「福祉

指導職員申込書在中」と朱書きしてください（７月４日必着）。

応募締切後、７月９日（火）までに受験票を送付いたします。なお、７月９日ま

でに受験票が到着しない場合は、必ず問い合わせてください。

ア 平成２５年度石川県職員（福祉指導）採用選考試験申込書

イ 履歴書（本県で定めた様式によること。）

ウ 写真票及び受験票

エ 児童自立支援専門員にあっては最低基準第８２条各号、児童生活支援員にあって

は同第８３条各号で定める資格を有すること（又は平成２５年７月末日までに有す

る見込みであること）を証明する書類（卒業（見込）証明書、免許の写し、実務経

験を証明する書類等）１部

４ 試験の方法

試験種目 配 点 内 容

専門試験（６０分） １００点 専門的知識、技術等の能力についての筆記試験

児童自立支援事業に関することについての論文に
論文試験（７０分） １００点

よる筆記試験

公務員としての適格性や人物等についての面接に
面接試験 ２００点

よる試験



５ 試験の日時及び場所

日時：平成２５年７月１１日（木）午前９時３０分から午後３時頃まで

場所：石川県庁行政庁舎５階５１１会議室

６ 合格から採用まで

平成２５年７月下旬に受験者全員に合否の結果を通知します。

合格者は、原則として、平成２５年８月１日に採用されます。（ただし、資格要件

を満たさない場合、採用されません。）

７ 試験結果の開示

この試験の結果については、石川県個人情報保護条例第２３条第１項の規定により、

次のとおり口頭で開示を請求することができます。

開示請求できる者 開 示 内 容 開 示 期 間 開 示 場 所

試験不合格者 種目別得点、 合格発表の日から 石川県健康福祉部

その合計点及 起算して１か月間 少子化対策監室

び総合順位 県の休日を除く日の （金沢市鞍月１－１）

午前９時～午後５時

（注１）必要持参書類…受験票又は自動車運転免許証、旅券など官公署の発行する写真貼付の証明書

（注２）電話、はがき等による請求及び本人以外の請求はできません。

８ 給与等の待遇

（１）初任給

新規大卒者 １５５，７００円

※ 給料月額は、平成２５年６月時点のものです。

また、職務経験等一定の経験がある場合は、所定の金額が加算されます。

（２）諸手当

期末手当、勤勉手当、扶養手当、通勤手当、時間外勤務手当等が、それぞれの支

給要件に応じて支給されます。

（３）福利厚生

健康の維持・増進のための各種健康診断、給付・貸付事業を行う共済制度及び互

助会制度等があります。

９ 問い合わせ先

石川県健康福祉部少子化対策監室

〒920-8580 金沢市鞍月１丁目１番地（石川県庁１０階）TEL(076)225-1447



石川県職員（福祉指導（児童自立支援専門員・児童生活支援員））採用選考試験実施要領

補足説明

平成２５年度石川県職員（福祉指導（児童自立支援専門員・児童生活支援員））採用選

考試験実施要領の「２ 受験資格」に記載している「児童福祉施設最低基準」の規定は、

下記のとおりです。

○児童福祉施設最低基準

（児童自立支援専門員の資格）

第八十二条 児童自立支援専門員は、次の各号のいずれかに該当する者でなければならな

い。

一 医師であつて、精神保健に関して学識経験を有する者

二 社会福祉士の資格を有する者

三 地方厚生局長等の指定する児童自立支援専門員を養成する学校その他の養成施設を

卒業した者

四 学校教育法の規定による大学の学部で、社会福祉学、心理学、教育学若しくは社会

学を専修する学科若しくはこれらに相当する課程を修めて卒業した者又は同法の規定

による大学の学部で、社会福祉学、心理学、教育学若しくは社会学に関する科目の単

位を優秀な成績で修得したことにより、同法第百二条第二項の規定により大学院への

入学を認められた者であつて、一年以上児童自立支援事業に従事したもの又は前条第

一項第四号イからハまで（※）に掲げる期間の合計が二年以上であるもの

五 学校教育法の規定による大学院において、社会福祉学、心理学、教育学若しくは社

会学を専攻する研究科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者であつて、一年

以上児童自立支援事業に従事したもの又は前条第一項第四号イからハまで（※）に掲

げる期間の合計が二年以上であるもの

六 外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科

又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者であつて、一年以上児童自立支援事業

に従事したもの又は前条第一項第四号イからハまで（※）に掲げる期間の合計が二年

以上であるもの

七 学校教育法の規定による高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第九十

条第二項の規定により大学への入学を認められた者若しくは通常の課程による十二年

の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修

了した者を含む。）又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者

であつて、三年以上児童自立支援事業に従事したもの又は前条第一項第四号イからハ

まで（※）に掲げる期間の合計が五年以上であるもの

八 学校教育法の規定により、小学校、中学校、高等学校又は中等教育学校の教諭とな

る資格を有する者であつて、一年以上児童自立支援事業に従事したもの又は二年以上

教員としてその職務に従事したもの



（※）

イ 児童福祉司となる資格を有する者にあっては、児童福祉事業に従事した期間

ロ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっては、社会福祉事業に従事した期間

ハ 社会福祉施設の職員として勤務した期間（イ又はロに掲げる期間に該当する期間を

除く。）

（児童生活支援員の資格）

第八十三条 児童生活支援員は、次の各号のいずれかに該当する者でなければならない。

一 保育士の資格を有する者

二 社会福祉士の資格を有する者

三 三年以上児童自立支援事業に従事した者


